
92.7%
(Ｈ２９（2017）)

実績値
Ｈ３０
（2018）

Ｒ１
（2019）

Ｒ２
（2020）

Ｒ３
（2021）

目標値
Ｒ３（2021）

95.8%

97.6%
(Ｈ２９（2017）)

98.8%

地域の教育資源や人材を活用
した特色ある学校づくり

※ 基本政策の目標の達成度を評価する際に参考とするための数値であり、この数値のみをもって基本政策の成果とするものではありま
せん。基本政策の評価は、事業の進捗状況等を踏まえて総合的に行います。

96.0%以上

学校全体の学力傾向や課題について、全教職員の間で共有している【出典：全国学力・学習状況調査】

学校における教育活動や様々な活動に保護者や地域の人の参加を得ている【出典：全国学力・学習状況調査】

指標名

100%学校の組織・チーム力

参考指標

基本政策Ⅴ

政策目標

「地域とともにある学校」
づくりを推進しながら、研
修等を通じて教員一人ひと
りの資質・能力を育成する
とともに、教員が子どもと
向き合う本来的な業務に一
層専念できる体制を再構築
することで、学校の教育力
を高めます。

現状と課題

・学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校に求められる役割が拡大すると
ともに、新たな課題として新学習指導要領への対応なども求められています。複雑化
多様化する課題に教職員のみが対応するのではなく、心理や福祉等の専門家などの多
様な人材と連携・分担する「チームとしての学校」の体制を整備することで、教職員
一人ひとりが専門性を発揮することが期待されています。また、教職員定数の充実な
どを推進するとともに、学校や教員の業務の見直しを図り、教員が本来的な業務に一
層専念できる体制を整えることが必要です。

・新学習指導要領で重視されている「社会に開かれた教育課程」の理念のもと、家庭
教育や地域の人々と共に子どもを育てていくという視点に立って、地域に根ざした特
色ある教育活動を行うことが求められており、学校運営協議会の設置や本市ではすべ
ての学校に設置している学校教育推進会議などについて、今後も取組を充実させるこ
とで、「地域とともにある学校」を実現することが必要です。

・区・教育担当が各学校を丁寧に支援するとともに、地域支援の専門部署や関係機関
と情報共有を行い、相互連携を促進することで、学校の教育力を高めていくことが期
待されています。

・在職年数１０年以下の教員が半数を占めており、経験の浅い教員も多いことから、
授業力や学級経営力の育成に向けた研修の充実に努めるとともに、時代に応じて必要
とされる資質・能力を育成していく必要があります。

主な取組成果

　教員の長時間勤務が全国的な課題となっている中、教職員が心のゆとりを持って児童生徒と向き合う時間や授業の準
備をする時間の確保を図るなどの対策を効率的・効果的に実施するため、教職員勤務実態調査の結果や学校を取り巻
く環境をもとに分析や検討を行いました。また、教職員事務支援員や部活動指導員を配置し、負担軽減の効果検証を行
うとともに、総合教育会議や川崎市教育改革推進会議における意見等を踏まえ、教職員の働き方・仕事の進め方改革
の方針をまとめました。

　既存のコミュニティ・スクール（学校運営協議会設置校）１０校を訪問し、学校運営協議会にかかる法改正の趣旨説明
を丁寧に行った上で、本市の学校運営協議会規則を改正しました。

　教職員の資質や指導力の向上をめざした、研修の実施及び育成指標に基づく研修の再構築を行いました。また、一部
の研修を削減する等、教職員の多忙化に配慮しながら研修の質の維持・向上を図りました。

　地方会場での説明会等の広報活動を行うことにより広く優秀な人材の確保に努めるとともに、大学推薦、教職経験・Ｔ
ＯＥＩＣ等の資格を考慮した特別選考試験等による人物重視の採用選考を実施しました。

学校の教育力を強化する



33.0%以上
（Ｈ２９（2017））

52.5%

「学校生活が楽しい、どちらかといえば楽しい」と回答した児童生徒の割合【出典：川崎市学習状況調査】

地域とのつながり

小６ 47.4%

94.0%以上
（Ｈ２９（2017））

中２ 89.9% 90.3% 90.0%以上
（Ｈ２９（2017））

学校への好感度

小５ 94.4% 93.2%

「今住んでいる地域の行事に参加している、どちらかといえばしている」と回答した児童生徒の割合【出典：全国学力・学習状況調査】

97.0% 98.2%
(Ｈ２９（2017）)

教職員の資質向上

57.5%以上
（Ｈ２９（2017））

中３ 31.9% 38.6%

指標名
Ｈ３０
（2018）

Ｒ１
（2019）

Ｒ２
（2020）

　教職員の働き方・仕事の進め方改革の方針に基づいて教職員事務支援員や部活動指導員の配置拡充等の取組を進
め、教職員の負担軽減を図るとともに、教職員の勤務の現状及び働き方・仕事の進め方改革の意義や取組についての
理解を得られるよう、保護者・地域向けのリーフレットを作成し、配布するなど、理解促進に向けた取組を進めます。ま
た、管理職をはじめ全教職員に対し、学校における働き方に関する意識改革を進めます。

　本市に合った学校運営協議会制度の在り方についての研究を継続して行い、学校・家庭・地域社会が一緒になって課
題を解決し、よりよい教育が実施できるよう、コミュニティ・スクールの充実を行うことや設置校数の拡充を図ります。

　研修の質を確保しながら、教職員の働き方改革にも資することができるよう、引き続き、教員育成指標に基づいた効果
的な研修が実施できるよう内容等の見直しを行います。

　より一層学校の実情に応じた教員配置と学校マネジメントの強化に向けた取組を進めます。また、教職員採用に関す
る広報活動を充実させるとともに、試験方法等について検討改善を加え、創意と活力にあふれた魅力的な人材の確保を
図ります。

主な課題

　学校の教育力を高めるため、業務の効率化に向けた取組を推進する必要があることから、教職員の働き方・仕事の進
め方改革の方針に基づき取組を進める必要があります。

　改正した規則のもと、本市に合った学校運営協議会制度の在り方について研究を継続し、コミュニティ・スクールの充
実を図る必要があります。

　自ら学び続ける教員として資質・能力を向上させるために、研修の内容や方法を改善しながら学校支援を推進し、学校
全体の教育力向上をめざして、若手教員の資質向上とミドルリーダーの育成を充実させることが求められています。

　創意と活力にあふれた魅力的な人材の確保や教職員の意欲を引き出す人事異動を実施するなど、学校運営の活性
化を図っていく必要があります。

教育改革推進会議における意見内容

今後の取組の方向性

　教員の働き方改革を進めるためには、学校現場が非常に多忙であるという状況を保護者や地域に知ってもらい、それ
ぞれから協力を得なければならない。昨今は全国的に教員志望者が減少しているため、教員の確保のためにも、早急
に職場環境の整備が必要である。

　教員は、子どものためならどれだけ労力をかけても惜しくないという考えを持っている人が多い。そういったことをよく理
解しながら、対策を進めなければならない。

　働き方改革は歴史的に学校が抱えてきたものを地域や家庭に戻していくことで進められると思っているため、コミュニ
ティ・スクールもそのような課題解決に向けた役割を担っていると思う。

教職員は、校内外の研修や研究会に参加し、その成果を学校教育活動に積極的に反映させている【出典：全国学力・学習状況調査】

Ｒ３
（2021）

目標値
Ｒ３（2021）

98.0%以上

実績値



実施状況

①教職員勤務実態調査の結果分析及び効率的・効果的な学校運営体制の検討については、調査結果や学校を取り巻く環境をもとに、
学校業務検討委員会などの場で、学校現場の代表者等とも意見交換をしながら、分析や検討を行いました。
②学校業務効率化等による教職員の働き方・仕事の進め方改革の実施については、教職員事務支援員や部活動指導員を配置し負担軽
減の効果検証を行うとともに、総合教育会議や川崎市教育改革推進会議における意見や、①の検討等を踏まえ、教職員の働き方・仕
事の進め方改革の方針をまとめました。
③学校法律相談業務を活用しながら、学校事故等の円滑な解決に努めました。
④各校の実情に応じた予算調整制度の運用については、予算調整制度を活用し、各学校の運営計画に沿った予算を配当することによ
り、自主的・主体的な学校運営を推進しました。

課題と今後の取組

教職員の働き方・仕事の進め方改革の方針に基づき、①②③の取組をはじめ、総合的に方策を進めます。
①教職員勤務実態調査の結果分析及び効率的・効果的な学校運営体制の検討については、モデル校における業務改善の取組を進めま
す。
②学校業務効率化等による教職員の働き方・仕事の進め方改革の実施については、留守番電話の設置や教職員事務支援員・部活動指
導員の配置拡充等の取組を進めます。
③学校法律相談の実施については、学校法律相談に加え法律相談弁護士非常勤嘱託員を配置することで、法制的な観点からの学校へ
の支援体制を拡充します。
④各校の実情に応じた予算調整制度の運用については、学校の自主的な学校運営を推進することができており、次年度も事業を継続
します。

Ｒ３（2021）

事業計画

学校運営体制の再構築に向けた
取組
・調査結果の分析及び効率的・
効果的な学校運営体制の検討

・モデル校における試行実施 ・試行結果を踏まえた取組の実
施

学校業務効率化等による教職員
の働き方・仕事の進め方改革の
実施
・学校業務検討委員会等での検
討結果に基づく取組の実施
・事務支援員配置による負担軽
減の実施
・部活動顧問として技術指導や
大会の引率等を行う部活動指導
員配置による負担軽減の実施

学校の円滑な運営に資する支援
制度の運用
・学校法律相談の継続実施
・各校の実情に応じた予算調整
制度の運用継続実施

Ｈ３０（2018） Ｒ１（2019） Ｒ２（2020）

学校の運営体制の再構築

　学校に求められる役割が拡大する状況において、新たな教育課題等に対応するため、教員が授業や学級経営、児童
生徒指導等の本来的な業務に一層専念できるよう、学校運営体制の再構築に向けた取組を推進します。

施策１

概要

事務事業名 学校業務マネジメント支援事業　★

担当課 教育改革推進担当 関係課 庶務課・学事課

事業の概要
　学校の教育力を高めるため、諸経費の適切な予算措置や教材の整備等の学校運営支援を行うとともに、教職員の勤
務実態調査の結果を踏まえ、業務の効率化に向けた取組を推進します。



施策２ 学校運営の自主性、自立性の向上

概要

　「地域とともにある学校」として、各学校が保護者や地域の方々の理解と参画を得て、創意工夫しながら特色ある
教育活動に取り組めるよう、学校教育推進会議や学校運営協議会制度、学校評価、夢教育２１推進事業等の活用の推
進を図ります。
　学校が抱えるさまざまな課題について、専門機関や関係部署、地域社会との連携を強化して解決していくために、
区における教育支援を充実します。

Ｈ３０（2018）

家庭や地域に開かれた信頼され
る学校づくり、地域の創意工夫
を活かした特色ある学校づくり
をめざした学校運営の推進
・継続実施

Ｒ１（2019） Ｒ２（2020） Ｒ３（2021）

事業計画

学校運営協議会の運営支援及び
法改正を踏まえた在り方の検討
・運営支援の継続及び在り方の
検討

コミュニティ・スクールの実践
成果の普及・啓発
・コミュニティ・スクール連絡
会、コミュニティ・スクール・
フォーラムの開催継続実施

取組成果をまとめたパンフレッ
トの作成・配布
・継続実施

課題と今後の取組

①については、学校運営協議会または学校教育推進会議を活用した特色ある学校づくりを引き続き支援していきます。
②については、改正した規則のもと、本市に合った学校運営協議会制度の在り方について研究を継続し、コミュニティ・スクールの
充実を図ります。また、予算等を見直しながら、コミュニティ・スクールの設置校数を拡充していきます。
③については、フォーラムの開催やリーフレットの配布に加え、校長会議や研修会等の機会も捉えて、コミュニティ・スクールの取
組の共有を図っていきます。

・運営支援の継続及び検討結果
に基づく取組の実施

実施状況

①学校運営協議会または学校教育推進会議を活用しながら、全市立学校において特色ある学校づくりを進めました。
②既存のコミュニティ・スクール（学校運営協議会設置校）１０校を訪問し、学校運営協議会にかかる法改正の趣旨説明を丁寧に
行った上で、本市の学校運営協議会規則を改正しました。
③コミュニティ・スクール連絡会及びコミュニティ・スクール・フォーラムの開催やコミュニティ・スクール・ガイド2018の作成・
配布等を通して、各協議会の特色ある取組を共有し、実践成果を普及・啓発しました。その結果、次年度に向けて設置校拡大の道筋
を立てることができました。

担当課

事業の概要

事務事業名 地域等による学校運営への参加促進事業

関係課教育改革推進担当

　学校教育推進会議の充実を図るとともに、学校・家庭・地域社会が一体となって学校運営に取り組む学校運営協議
会を設置した学校（コミュニティ・スクール）の取組の成果を他の学校に波及させることなどにより、学校・家庭・
地域社会が連携して、よりよい教育の実現をめざします。



生涯学習推進課教育改革推進担当

　各区に配置した区・教育担当を中心に、区役所と連携しながら、学校と地域との連携強化や学校へのきめ細やかな
支援を推進します。

Ｈ３０（2018）

区における教育支援の推進
・学校運営全般に対する支援継
続実施
・地域みまもり支援センターと
の連携など、学校間及び学校と
地域の連携強化
・各区の「要保護児童対策地域
協議会実務者会議」での情報共
有など、地域諸団体・機関との
連携強化による子どもの支援の
推進

「区・学校支援センター」によ
る学校支援協力者の登録・学校
への紹介等の取組の推進
・継続実施

担当課

実施状況

課題と今後の取組

事業の概要

事務事業名

Ｒ１（2019） Ｒ２（2020） Ｒ３（2021）

事業計画

①②③ＰＤＣＡサイクルに基づく１年～数年を見通した学校運営への支援や学校間及び学校と地域の連携強化、突発的な事案や解決
が困難な事案への対応等について、地域みまもり支援センター担当をはじめとする区役所の関係機関等とも適切に連携・協働しなが
ら、迅速かつ丁寧な支援を行いました。
④学校が必要とする支援にできる限り応えられるよう、学校支援協力者の新たな発掘や適切な派遣に努めました。

複雑化・多様化・困難化するニーズに対応するため、
①については区・教育担当による学校運営全般に対する支援を継続します。
②については、区・教育担当が地域みまもり支援センターの学校・地域連携担当を併任している利点を活かし、学校間及び学校と地
域の連携強化を引き続き図ります。
③については、区・教育担当が「要保護児童対策地域協議会実務者会議」等において、地域諸団体・機関との情報共有を図るなど連
携を強化して子ども支援の推進を継続します。不登校や虐待、ネグレクトなど子ども支援における近年の社会的要請も踏まえ、学校
だけでは解決が困難な課題に対し、関係機関と緊密な連携を図ります。
④については、学校のニーズに応じて「区・学校支援センター」が学校支援協力者の開拓・登録・学校への紹介等に引き続き取り組
みます。

区における教育支援推進事業

関係課



各学校が、自らの教育活動等に
ついて、めざすべき目標を設定
し、その達成状況や取組等につ
いて評価することにより、学校
の組織的・継続的な改善を図
る、学校評価の実施継続

学校教育ボランティア配置によ
る学校活動の支援
・配置継続実施

地域に開かれた特色ある学校づくり推進事業

関係課 教育改革推進担当・教職員人事課指導課担当課

事業の概要

Ｒ１（2019） Ｒ２（2020） Ｒ３（2021）

①「夢教育２１推進事業」を全校で実施し、学校がそれぞれの地域にある資源を活かして特色ある学校づくりを進めました。
②学校評価の実施について、全校で自己評価及び学校関係評価を実施しました。
③学校教育ボランティア配置による学校活動の支援については、ボランティアコーディネーターを142校に配置しました。

課題と今後の取組

事業計画

①引き続き、「夢教育２１推進事業」を活用した特色ある学校づくりを推進します。
②学校評価の活用による学校の組織的・継続的な改善に取り組みます。
③学校ボランティアの配置により、地域の特性を活かした教育活動を推進します。

実施状況

　地域人材の活用を図るとともに、学校の自主性・自律性を高めるなど、特色ある学校づくりを進めます。また、学
校の取組を自主的・自律的に改善するための仕組みとして学校評価を推進します。

Ｈ３０（2018）

学校がそれぞれの地域にある資
源を活かした体験活動などの企
画を行う「夢教育２１推進事
業」等を活用した、特色ある学
校づくりの推進
・「夢教育２１推進事業」の継
続実施

事務事業名



教職員研修事業

関係課総合教育センター

　子どもたちと共に学び続ける教員であるために、ライフステージに応じた教職員研修を推進します。
　特に、学校全体の教育力向上をめざして、若手教員の資質向上とミドルリーダーの育成充実を図ります。

Ｈ３０（2018）

優秀な人材の確保に向けた、教
職をめざす人のための「輝け☆
明日の先生の会」の実施

Ｒ２（2020） Ｒ３（2021）

・育成指標に基づくライフス
テージに応じた研修の実施

事務事業名

事業の概要

施策３ 教職員の資質向上

概要
　採用に関する広報活動の充実を図り、試験方法等を改善することで、人間的魅力を備え、創意と活力に溢れた人材
を確保します。また、教員の力量形成やキャリア形成に資する人事異動を行います。教職員が研修・研究に取り組む
時間の確保に努めるとともに、ライフステージ研修、校内研修の充実など、さまざまな研修機会を活用して、資質・
指導力の向上を図ります。

教職員の資質、指導力の向上を
めざした研修の実施
・育成指標に基づくライフス
テージに応じた研修の再構築

実施状況

課題と今後の取組

事業計画

担当課

①教職員の資質や指導力の向上をめざした研修の充実及び育成指標に基づく研修の再構築については、必修研修としてライフステー
ジに応じた研修を１３講座102回、その他の必修研修を２７講座９３回、希望研修を５２講座127回実施しました。また、策定した育
成指標に基づく研修計画を作成し、ライフステージ研修等の内容等について見直しを図りました。あわせて、一部の研修を削減する
等、教職員の多忙化に配慮しながら研修の質の維持・向上を図りました。
②優秀な人材の確保に向けた、教職をめざす人のための「輝け☆明日の先生の会」の実施については、５月から９月までの土曜日に
８日間、「輝け☆明日の先生の会」を設置し、講話１５回、ゼミを６回実施しました。

①ライフステージに応じた研修や校内研修の充実等、さまざまな研修機会を活用して、教員の資質・能力の向上を図ります。校外研
修と校内研修を関連させ、自ら学び続ける教員として資質・能力を向上させるために、研修の内容や方法を改善しながら学校支援を
推進します。来年度も、引き続き教員育成指標に基づき、研修計画の見直しを図ります。
②来年度については、委託ではなく、総合教育センターカリキュラムセンターが主催で実施する予定です。優秀な人材の確保に向け
た、教職をめざす人のための「輝け☆明日の先生の会」の実施にあたって、総合教育センター職員が受託業者から講師謝礼を受領し
てしまった案件があったため、今後、再発防止に向けて法令等の順守と服務規程の徹底を行っていきます。

Ｒ１（2019）



課題と今後の取組

①より一層学校の実情に応じた教員配置と学校マネジメントの強化に向けて取組を進めます。
②③引き続き、学校における教育活動の質的向上を図る人事評価制度や管理職登用制度等を推進します。
④引き続き、教職員採用に関する広報活動を充実させるとともに、試験方法等について検討改善を加え、創意と活力にあふれた魅力
的な人材の確保を図ります。
⑤人事異動方針に基づき教職員の意欲を引き出す人事異動の実施に努めます。

関係課教職員人事課

　施策推進に資する定数算定を行うとともに、教職員採用についての検討改善等による創意と活力にあふれた優秀な
人材を確保します。また、学校運営の活性化を図り、教職員の意欲を引き出す人事異動を実施します。

各種団体に負担金等を補助し、活動を支援しました。

引き続き各種団体の活動を支援します。

①効率的・効果的な施策推進に資する定数算定や配当等の実施、②人事評価制度の適正な運用について、適切に実施しました。
③管理職登用制度及び人事異動方針に基づいた、⑤学校の適正な運営の確保及び教育力の強化に向けた適切な教職員の配置に努めま
した。
④地方会場での説明会等の広報活動により広く優秀な人材の確保に努めました。また、大学推薦、教職経験・ＴＯＥＩＣ等の資格を
考慮した特別選考試験等による人物重視の採用選考を実施しました。

実施状況

Ｒ１（2019） Ｒ２（2020） Ｒ３（2021）

事業の概要

担当課

事務事業名 教職員の選考・人事業務

効率的・効果的な施策推進に資
する定数算定や配当等の実施
・施策推進に資する定数算定及
び配当

地方会場での説明会等の広報活
動や、大学推薦、教職経験・
TOEIC等の資格を考慮した特別
先行試験等による人物重視の採
用選考の実施
・適切な採用選考の実施及び次
年度に向けた実施内容の検討

事業計画

Ｈ３０（2018）

学校の適正な運営の確保及び教
育力の強化に向けた教職員配置
の実施
・継続実施

課題と今後の取組

事業の概要

事務事業名

Ｒ２（2020） Ｒ３（2021）

事業計画

実施状況

Ｒ１（2019）

担当課

各団体の活動支援
・継続実施

教育研究団体補助事業

関係課指導課

　各教科の研究団体など、主体的に事業を行っている教育研究団体に補助金を交付することにより、学校教育の充実
発展に向けた研究活動等を支援します。

Ｈ３０（2018）


